



































































































40％では、違法性は認定できないと判示したが、その次の Northern Pac. R. Co. v. U. S. 11事件判
























Pub. Co. v. U. S. を引用）、次いで従たる商品の競争業者の自由なアクセスを破壊し得ることを挙






























































































































































































































































































（10）Bepco, Inc. v. Allied-Signal, Inc36（2000年　ノースカロライナ連邦地裁）




























































































































































































































































































３ International Business Machines Corp. v. U.S., 298 U.S. 131 （1936）の中で明確に指摘されている。議会
が問題としていた判例は、Henry v. A. B. Dick Co., 224 U.S. 1 （1912）と、U. S. v. United Shoe Mach. Co.,
247 U.S. 32 （1918）であったと指摘されている。
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